
＜新型コロナウイルスの感染拡大の影響によりやむを得ず臨時休業
される事業所様へ＞ （令和2年3月18日） 

※新宿区指定の事業所（介護予防・生活支援サービス事業含む）が対象です。 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせな

いものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供され

ることが重要です。しかし、学校等の休業に伴う人手不足又は感染防止を理由として、社会福祉施設等の設

置者等の判断により、やむを得ず自主的に臨時休業（以下「臨時休業」という。）する場合は、新宿区の下記

連絡先まで御一報ください（電話・メール・ＦＡＸいずれでも構いません。）。この場合は「休止届」の提出は不

要です。 

なお、臨時休業にあたっては、「介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について」（令和2年3

月6日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）の内容に準じて、以下に十分に御留意いただ

き、御対応くださいますようお願いします。 

 

【御留意いただく事項】 

〇利用者への丁寧な説明 

臨時休業する事業所は、居宅介護支援事業所等と連携し、利用者に対し休業の事実や代替サービスの

確保等について丁寧な説明を行ってください。 

〇代替サービスの確保 

利用者に必要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援事業所と連携して、休業している事業所からの

訪問サービス等の適切な代替サービスの検討を行い、関係事業所と連携し、適切なサービスの提供を確保

してください。 

【事業所の事業継続のための対策】 

ⅰ介護報酬算定の特例 

通所系サービス事業所が臨時休業している場合においても、利用者等の意向を確認した上で、居宅を訪

問して、サービスの提供を行った場合、各サービス種別の報酬区分で報酬請求が可能となっております。 

ⅱ独立行政法人福祉医療機構における融資制度の活用 

福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運営が縮小した介護事業所に対す

る融資の支援があります。 

ⅲ雇用調整助成金の活用 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由による事業活動の縮小に伴い、事業主が雇用調整のため

に労働者を休業させた場合には、雇用調整助成金による支援があります。 

（参考）介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（令和2年3月6日付厚生労働省事務連

絡）※外部リンク 

【連絡先】 

〇地域密着型サービス等はこちら                 〇介護予防・生活支援サービス事業はこちら 

新宿区地域包括ケア推進課介護予防係 

電話：03-5273-4568 

FAX番号：03-6205-5083 

E-mail：chiikihokatsu@city.shinjuku.lg.jp 

 

〒160-8484 新宿区歌舞伎町一丁目４番１号 

新宿区介護保険課給付係 

電話：03-5273-3497 FAX 番号：03-3209-6010 

 E-mail：kaigo@city.shinjuku.lg.jp 

https://www.mhlw.go.jp/content/000605459.pdf
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